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研究要旨 

 平成 23 年 3 月の東京電力（株）福島第一原子力発電所(FDNPS)事故により食品の摂取に

よる内部被ばくが懸念された。厚生労働省は平成 24 年 4 月以降、介入線量レベルを年間

1mSv として、新たな基準値を適用している。これは放射性セシウム(Cs)濃度について基準

値を設定し、その他の核種については、原子力安全・保安院（当時）が公表した放出量試

算値のリストに掲載された核種のうち、半減期が１年以上であるストロンチウム-90 (90Sr)、ル

テニウム-106 (106Ru)、プルトニウム-238 (238Pu)、プルトニウム-239 (239Pu)、プルトニウム-240 

(240Pu)及びプルトニウム-241 (241Pu)を評価対象核種として、放射性 Cs との濃度比を推定す

ることにより、その線量への寄与を考慮している。また、その他の核種は、モニタリング結果

や核分裂収率、物理的半減期等から、放射性 Cs に比べて線量寄与が無視し得る程十分

に小さいと考えられ、評価対象核種には含まれていない。つまり、濃度基準値の妥当性を

評価するためには、食品について、内部被ばくに対する核種の寄与率の状況を把握する必

要がある。 

 本研究では食品（農畜水産物等）中の放射性 Cs とその他の長半減期放射性核種濃度の

変化について調査を行い、基準値作成に用いられた濃度比との比較や食品の摂取に起因

する内部被ばく線量に対する放射性 Cs の寄与率の推定から、食品中の放射性 Cs 濃度基

準値の妥当性の検証を行うこととした。 

 営農再開地域における農作物中の放射性物質の濃度測定を行い、これまでに求めたデ

ータと比較すると共に、全国のモニタリング結果と比較・検証した。また福島県沖合で採取さ

れ、市場流通する水産物を入手し、これら水産物可食部の放射性物質濃度の測定を行い、 

これらの結果により、水産物に対する基準値導出における推定方法も妥当であることが示唆

された。福島県産品の食品（農産物及び海産物）の放射性 Cs 濃度及び 90Sr 濃度を用いて

内部被ばく線量評価を試みた結果、いずれについても介入線量レベルとして設定された年

間１ mSv よりも極めて低い値であり、現行の規準値によって食品中の放射性物質について

安全性が十分に確保されていることを確認した。また食品中放射性物質濃度等に関する知

見の評価検討のための基礎資料について取りまとめも行った。 
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A.研究目的 

  平成 23 年 3 月の東京電力（株）福島第一原子

力発電所(FDNPS)事故により食品の摂取による内

部被ばくが懸念された。厚生労働省は平成 24 年

4 月以降、介入線量レベルを年間 1mSv として導

出された新たな基準値を適用した。新たな基準値

の導出においては、放射性セシウム (Cs) 濃度

について基準値を設定し、その他の核種につい

ては、原子力安全・保安院（当時）が、2011年6月

に公表した放出量試算値のリストに掲載された核

種 1）のうち、半減期が１年以上であるストロンチウ

ム-90 (90Sr)、ルテニウム-106 (106Ru)、プルトニウム

-238 (238Pu)、プルトニウム-239 (239Pu)、プルトニウ

ム-240 (240Pu)及びプルトニウム-241 (241Pu)を評価

対象核種として、放射性 Cs との濃度比を推定す

ることにより、その線量への寄与を考慮している。

また、これらの評価対象核種以外は、モニタリン

グ結果や核分裂収率、物理的半減期等から、放

射性 Cs に比べて線量の寄与が無視し得る程十

分に小さいと考えられ、評価対象核種には含まれ

ていない。 

  内部被ばく線量に対する放射性 Cs 及びその

他の核種の寄与率は、環境モニタリングによる土

壌中放射性核種濃度や、これまでの環境移行パ

ラメータによって推定されており、その評価は十

分安全側と考えられるが、実際に食品中濃度を測

定した結果に基づくものではない。そのため、食

品について測定及び評価を行い、内部被ばくに

対する主要核種の寄与率の状況を把握する必要

がある。 

 本研究では食品（農畜水産物等）中の放射性Cs

及びその他の長半減期放射性核種の濃度変化に

ついて調査を行い、基準値作成に用いられた濃度

比との比較や食品の摂取に起因する内部被ばく線

量に対する放射性Csの寄与率の推定から、介入線

量を年間1mSvとした食品中の放射性Cs濃度基準値

の妥当性の検証および食品中に含まれる放射性物

質の濃度等に関する科学的知見の集約を行うこと

を目的とした。 

 

B. 研究方法 

1. 営農再開地域における農作物中の放射性物

質の濃度測定に関する研究 

  FDNPS の周辺でも営農再開地域が徐々に増

加しているが、そのような地域における作物中放

射性核種濃度に関して、住民の不安は解消され

ていない。特に、FDNPS周辺及びFDNPSから北

西地域で営農再開に向け準備を進めている市町

村等にとって、ガンマ線測定によるモニタリング

で結果を出せない 90Sr についての不安の声が大

きい。そこで、ここ数年の内に営農再開が予定さ

れている地域、原発から北西に位置する市場流

通作物を対象に、農作物中の放射性 Cs 濃度と
90Sr 濃度を求め、これまでに求めたデータと比較

すると共に、全国のモニタリング結果と比較・検証

した。 

 

2. 食品中の放射性核種濃度等に関する研究  

 本研究で対象とする水産物は、福島沖で採取さ

れ市場に流通する水産物とした。福島県水産試
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験場の協力を得て情報収集を行い、平成27年11

月から12月に福島県沖合で採取され市場に流通

する水産物を各漁協から購入し、放射性物質の

濃度測定を行った。 

 

3. 内部被ばく線量に対する放射性Cs の寄与率等

の推定 

  「１．営農再開地域における農作物中の放射性

物質の濃度測定に関する研究」で測定した農作

物中放射性 Cs 濃度及び 90Sr 濃度、及び平成 26

年度の海産物中放射性 Cs 濃度を用いて、平成

27年度における放射性Cs及び 90Srによる内部被

ばく線量を推定した。放射性Csによる内部被ばく

線量の推定については、全ての食品がこの農作

物や水産物に相当すると仮定する極めて保守的

な方法と、安定カリウム（K）の摂取量を用いる方

法で評価を実施した。90Sr による内部被ばく線量

の推定については、安定カルシウム(Ca) の摂取

量を用いる方法で評価を実施した。これらの内部

被ばく線量の評価結果と介入線量レベルを比較

検討した。 

 

4. 食品中放射性物質濃度等に関する知見の評

価検討 

 国際機関や諸外国等における食品中の放射性

物質の規制値や基準値について、放射性物質の

規制値や基準値に関する基礎的な資料を作成す

るため、規制値や基準値設定の背景や算出方法

等について文献調査を行った。 

 

C.研究成果 

1. 営農再開地域における農作物中の放射性物

質の濃度測定に関する研究 

  FDNPS から北西に位置する福島市、伊達市

（平成２３年度に作付したイネが 500 Bq/kg-生重

量を超えた地区）、及び川俣町から市場流通して

いる農作物を購入し、放射性 Cs の平均濃度（濃

度範囲）を求めた結果、1.9 ± 2.1（0.12～7.3） 

Bq/kg-生重量であった。また、90Sr の平均濃度

（濃度範囲）は、0.0092 ± 0.0066（0.0019～0.018） 

Bq/kg-生重量であった。一方、平成 28 年度に営

農再開を計画している飯舘村、浪江町及び川俣

町の試験圃場から採取した農作物中放射性 Cs

平均濃度（濃度範囲）は 0.44 ± 0.43（0.11～1.6） 

Bq/kg-生重量で、また 90Sr 平均濃度（濃度範囲）

は 0.0026 ± 0.0030（0.0036～0.10） Bq/kg-生重

量であり、市場流通品中濃度と同様な値であった。

更に、これらの値は、福島県を除く日本全国の放

射性 Cs 濃度（検出限界値以下～15 Bq/kg-生重

量）及び90Sr濃度（検出限界値以下～0.91 Bq/kg-

生重量）とも同程度にあった。 

 

2. 食品中の放射性核種濃度等に関する研究   

 購入した水産物可食部の１個体ごとの放射性

Cs 濃度については、すべての個体の 134Cs 濃度

は検出下限値（0.5Bq/kg-生重量）以下で、137Cs

濃度は 0.4〜1.7 Bq/kg-生重量の範囲であった。

またサバ、アジおよびイカ可食部中の 90Sr および
239+240Pu 濃度はいずれも検出下限値（90Sr ：0.2 

Bq/kg-生重量、239+240Pu：0.01 Bq/kg-生重量）未満

であった。 

 

3. 内部被ばく線量に対する放射性Cs の寄与率等

の推定 

 農畜産物と海産物の摂取に起因する放射性 Cs

による、極めて保守的な方法を用いた内部被ばく

線量の評価結果は、19歳以上（男子）と19歳以上
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（女子）でそれぞれ 0.015 mSv 及び 0.011 mSv で

あり、介入線量レベルである年間1 mSv を大幅に

下回っていた。安定 K の摂取量を用いる方法で

評価した結果は0.001 mSvのオーダーであった。

また、90Sr による内部被ばく線量の推定について、

安定Caの摂取量を用いる方法で評価した結果は、

19 才以下の年齢カテゴリーでは 0.001 mSv のオ

ーダー、成人では 0.001 mSv 以下であった。 

 

4. 食品中放射性物質濃度等に関する知見の評

価検討 

国際機関における食品中の放射性物質の規制

値や基準値、欧州連合(EU)、アメリカ合衆国およ

びカナダにおける食品中の放射性物質の規制値

や基準値、チェルノブイリ事故後のソビエト社会

主義共和国連邦、東欧における食品中の放射性

物質の規制値や基準値、アジア諸国における食

品中の放射性物質の規制値や基準値について、

その設定の背景や算出方法等について調査し、

根拠法令や報告書などの関連資料を整理した。 

 

D.考察 

1. 営農再開地域における農作物中の放射性物

質の濃度測定に関する研究 

市場流通と試験圃場から採取した作物中放射

性 Cs 濃度は、概ね同様な濃度範囲にあり、両者

とも基準値を下回った。これらの値は、福島県を

除く日本全国の放射性 Cs 濃度（検出限界値以下

～15 Bq/kg-生重量）の範囲にあった。また、平成

24 年度に調査した作物中放射性 Cs 濃度に比べ、

平成25 年度に調査した作物中放射性Cs 濃度は

減少したが、平成25年度と平成27年度の調査結

果を比較すると明らかな減少は見られなかった。 

市場流通と試験圃場から採取した作物中 90Sr

濃度を比較すると、両地域から採取された作物中
90Sr 濃度も、同様な濃度範囲であり、更に福島県

を除く全国調査の作物中濃度範囲（検出限界値

以下～0.91 Bq/kg-生重量）にあり、本研究で検

出された 90Sr 濃度は大気圏核実験に由来する濃

度と同程度であると考えられる。 

 

2. 食品中の放射性核種濃度等に関する研究 

  サンマ可食部では、137Cs 濃度が検出された 3

個体の 137Cs 濃度の平均値が 0.8 Bq/kg-生重量

であったが、複数個体（n=15）を合わせた合算試

料の生重量約1kg の場合は 1.1 Bq/kg-生重量で

あった。サンマ可食部の 40K濃度（n=10）について

も 73〜98 Bq/kg-生重量の範囲であり、個体差に

よる影響はあるものの、個別の測定結果の算術平

均値と複数個体の合算試料の測定結果に大きな

差は認められなかった。購入した水産物から 90Sr

及び 239+240Pu が検出されなかったことから、90Sr 及

び 239+240Pu 濃度は基準値の導出の考え方による
90Sr /137Cs 濃度比及び 239+240Pu /137Cs 濃度比よりも

低いあるいは、大気圏内核実験由来の濃度レベ

ルにあることが考えられた。 

 

3. 内部被ばく線量に対する放射性Cs の寄与率等

の推定 

「C.結果」において記載したように、農畜産物と

海産物の摂取に起因する放射性 Cs による、極め

て保守的な方法を用いた内部被ばく線量の評価

結果は、19歳以上（男子）と19歳以上（女子）でそ

れぞれ 0.015 mSv 及び 0.011 mSv であり、介入線

量レベルである年間 1 mSv を大幅に下回ってい

るが、マーケットバスケット法による年間放射線量

を一桁程度上回っている。その理由として、市場
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希釈の効果を考慮していないこと、「その他」のカ

テゴリーの放射性 Cs 濃度は、評価に用いた濃度

よりも低いと考えられること、調理加工に伴う放射

性 Cs 濃度の減少を考慮していないこと等があげ

られ、本推定値は保守的な仮定に基づく過大評

価となっていると考えられる。 

 また、安定 K の摂取量を用いる方法で評価した

放射性 Cs による内部被ばく線量の試算結果は、

農畜産物毎のデータを用いた試算結果よりも低

い値となったが、マーケットバスケット法よりも数

倍高い値となっている。これは、「その他」の寄与

に関しては本手法の方が現実的な評価結果を与

えると考えられるが、市場希釈の効果等が評価に

含まれないことによると考えられる。 

  90Sr による内部被ばく線量の評価結果は 0.001 

mSv オーダーかそれ以下であったが、今回検出

された 90Sr は大気圏核実験由来と考えられる。よ

って、事故由来の 90Sr による被ばく線量はこの評

価結果よりも十分に低く、事故に起因する放射性

Cs による被ばく線量と比べても十分に低いと考え

られる。 

 

4. 食品中放射性物質濃度等に関する知見の評

価検討 

 国際機関や各国の規制値や基準値については、

食品基準産出の考え方、レベルの計算方法や前

提としている内部被ばく基準が異なるものであっ

た。飲食物中の放射性物質が健康に及ぼす濃度

を示すものでなく、緊急事態における介入線量レ

ベルとして飲食物摂取制限措置の目安となるよう

に設定されていた。 

 

E.結論 

1. 営農再開地域における農作物中の放射性物

質の濃度測定に関する研究 

  FDNPS から北西に位置する地域、および、平

成28 年度から営農再開を予定している居住制限

区域、避難指示解除準備を含む地区において試

験圃場から作物を採取し、放射性Csと 90Sr濃度を

測定した。採取した作物中放射性Cs 濃度は全て

基準値を大きく下回った。また、作物中90Sr濃度も

福島県を除く全国調査の範囲内にあり、事故由来

による作物中90Sr濃度の明らかな増加は認められ

なかった。 

 

2. 食品中の放射性核種濃度等に関する研究      

  福島県内の海域において採取され市場に流通

する水産物中放射性Cs濃度は、検出下限値から

1.7 Bq/kg-生重量の濃度範囲で、食品の基準値

より 2 桁も低い濃度であった。90Sr 及び 239+240Pu 濃

度は検出下限値以下であり、本事故による影響

は確認できなかったことから、水産物に対する基

準値導出における推定方法も妥当であることが示

唆された。 

 

3. 内部被ばく線量に対する放射性Cs の寄与率等

の推定 

 内部被ばく線量の評価結果は、過去の大気中

核実験のフォールアウトによる 90Sr の寄与を含め

ても、介入線量レベルである年間1 mSv を大幅に

下回っていた。また、事故に起因する 90Sr の寄与

は極めて小さく、放射性 Cs 以外の放射性核種の

寄与を安全側に考慮した放射性Csに対する基準

値の算定値は、妥当であったと考えられる。 

 

4. 食品中放射性物質濃度等に関する知見の評

価検討 

 国際機関や各国の規制値や基準値について、
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その根拠や計算方法について情報の収集と整理

を行い、資料集を作成した。 
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